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　▼…ＮＨＫで放映中の時代劇「お登

勢」人気にあやかり「まちおこしを」と

淡路島・洲本市の住民らが「お登勢の町

すもと会」を結成した。歴史探訪のイベ

ントなどで盛り上がっている。お隣の

五色町はかつて「高田屋嘉平のまち」で

全国に名を売った。歴史は地域のアイ

デンティティでもあり、子どもたちの

ふるさと見直しにもつながる。

　▼…「お登勢」を巻き込んだ稲田家の

騒動は、維新を背景にした徳島藩から

の分藩独立が核心となっている。独立

の代償は、色丹島と静内への北海道移

住。開拓の費用として徳島藩から1万石

余を向こう 10年間拠出させる、との朝

廷案が稲田・徳島の対立を一層あおる

結果となった。

　▼…この話、どこか最近の都市と地

方の対立・公共事業見直し論と通じる

ところがある。藩にすれば「なぜ、徳島

で集めた税金を北海道に持って行かれ

るんだ」と文句も言いたくなろう。「10

年で自立など無理だろう」という声も

あったとか。100余年経てなお自律を模

索する北海道にとって耳が痛い。

　▼…開拓期の様子は小説「続・お登

勢」に譲るとして、殖産興業の花開いた

地域には、多くの人が集まってきた。し

かし、石炭、造船、鉄鋼、北洋漁業は衰

退し、今や農業さえも揺らいでいる。

「地域間競争」に吹き飛ばされる前に、

北海道自らが「骨太の政策」が求められ

ている。「土着の実」と「自立の産」を

目指した稲田魂をならいたい。　（梶）

続・満開の桜の下のお登勢
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　前号の「合併列島最新地図」

でも分かるように、合併協議会

の設置は「西高東低」の傾向に

あります。合併論議が盛んな西

日本でも、特に小さな島々が自

治体に区分された瀬戸内地方

は、動きが活発なようです。

　■任意協から法定協議会へ

　広島県の江田島湾を挟んで

広島市と向かい合った江能 4

町（江田島、能美、沖美、大柿）

の場合は、4人の町長の合意に

基づいて 2000年4月に任意の

合併協が設置されました。協議

会には議会や住民代表も参加

し、住民説明会、住民意識調査

などの活動を経て、ちょうど1

年後に法定協議会の設置に至

りました。

　2001年 1月「西東京市」と

広域連携の実績背景に首長が主導
なった田無・保谷両市の場合

は任意協から法定協まで約 1

年半、法定協から合併まで1年

2か月を要しました（本誌9号

参照）。江能 4町と同時に法定

協を設置した茨城県取手市・

藤代市の場合は、任意から法

定協まで 3年以上かかってい

ますから、江能4町はかなりの

ハイスピードといえます。

　田無・保谷は市長選で合併

を公約に掲げるなど「首長主

導型」。取手・藤代は、藤代町

民が住民発議の署名を集めた

ものの取手市長が議会に付議

せず、任意協で住民議論を待

つ慎重策を取りました。

　■生活圏一致、市昇格も魅力

　江能 4町の場合は、「首長合

意」が牽引役となった格好で

市町村合併を考える-11 合併列島最新地図Ⅱ

広島県・江田島、大柿、能美、沖美町（人口約 32,300人）
1989年 4月　江能広域事務組合がスタート
2000年 4月　町長、議会議長、住民代表らで合併研究協議会

10月　住民説明会
11月　住民 5千人対象に住民意識調査

2001年 3月　各町議会で法定協設置決議
4月　法定協設置

(2002年 4月)　合併目標

茨城県・取手市、藤代町（人口約 117,000人）
1996年 8月　藤代町住民発議、取手市長付議せず手続終了

11月　任意合併協議会設置
1997年 12月　藤代町議会が法定協設置求める決議

1998年 3月　取手市議会が法定協設置求める陳情採択
2000年 4月　両市町に合併担当係設置
2001年 3月　両議会が法定協設置決議

4月　法定協設置

す。その背景には、合併特例法

のメリットを生かしたいという

動機がうかがえます。特に、市

昇格の要件が人口4万人以上か

ら3万人以上に緩和されたこと

も大きな要因となっています。

　合併促進のもう一つの要因

は、89年にスタートした広域事

業組合の存在にもあります。水

道、ごみ処理、消防など生活圏

が一体化してきたことによる住

民ニーズと、4町連携による効

率的な広域行政の実績が、重要

な背景と考えられます。

　2000年 11月に 20歳以上の

住民5千人を対象に行った意識

調査では、合併賛成が 59.8%、

反対が 15.0％でした。2002年

4月のゴールインを目標に法定

協で論議が続きますが、論議の

輪が広がるに連れて意見も多様

化の傾向を見せ、これからが正

念場といえそうです。

大柿町

能美町

沖美町

江田島

広島県・江能4町の合併案
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　市町村合併について協議会

を設置して論議している自治

体は、法定・任意合わせて60地

域 270市町村に上っています

（5月末時点）。このほか複数自

治体が合同で何らかのアク

ションを起こしているのが、

98地域 566市町村（5月 17日

現在・総務省まとめ）にもなり

ます。

　■選択肢の一つとして検証

　これら「合併予備軍」の中に

は、合併を前提とするのではな

く、合併の可否を含めて広域的

な行政のあり方を見つめ直そ

うという狙いで情報交換や合

同研究会に取り組むケースも

多く含まれています。また、複

数町村にまたがるまでには

至っていないが、庁内に検討組

織を新設したり、広報誌などを

通して合併問題に関する情報

を住民に提供する動きも目

立ってきています。

　そこには、地方分権・国と地

方の枠組みの見直しや財政危

機、住民ニーズの多様化などを

背景に、合併を「まちづくりの

合意形成の足場づくり活発化
選択肢の一つとして検証する」

姿勢や、合併の議論を通して

「住民の意思を再確認する」と

いう考え方がうかがえます。こ

れまである意味でタブー視さ

れる傾向もあった合併問題が、

ま ち づ

く り の

テ ー マ

の 一 つ

と し て

住 民 の

論 議 の

俎 上 に

上 が る

ようになったともいえます。

　■ＨＰ活用、アンケート調査も

　合併議論の態様を区分する

と、上の表にあるように大きく

分けて「首長主導型」「住民決

起型」「議員連携型」の3つにな

るでしょう。これまでは、首長、

議会の消極姿勢に業を煮やし

た住民団体などが署名を集め

る「住民決起型」が主流でした

が、合併論議の高まりととも

に、「首長主導型」が増える傾

向にあります。

合併列島最新地図Ⅱ

首長主導型 住民決起型 議員連携型 広域行政発展型
1 公約・意思表明 勉強会・情報交換 個別の勉強会 事務組合・広域連合
2 庁内研究会・担当係 アンケート調査 議員連盟 組織内議論
3 広報など情報提供 シンポジウム 複数議会議員の連合 首長間協議
4 住民意識調査 陳情 首長への提言・意見 首長・議会連携
5 住民懇談会 署名・住民発議 議会決議
6 （首長間連携） （住民投票・請求）

　「首長主導型」でも、選挙で

公約を掲げいわば中央突破す

るパターンよりも、庁内論議や

情報提供などにより合意形成

の足場づくりに力を注ぐケー

スが目に付きます。従って首長

が合併を

推進する

というよ

りも、合

併の議論

を促進し

ながら民

意を計る

取り組み

といって良いでしょう。

　その手法として、合併をテー

マにしたホームページの開設

や住民意識調査、双方向の意見

交換ができる住民懇談会など

の試みが非常に増えています。

具体例は次の機会に紹介しま

すが、本誌の連携サイト

com212.com の全国自治体

ニュースにも取り上げられて

いますので、是非、検索・参照

してみてください。

　

「合併特集」を組んだ喜茂別町の広報誌

合併論議の推進パターン
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99年度道内市町村決算から  NO.9

データで読む財政危機
借金体質にボディブロー

起債制限比率ランキング

ワースト 99年度 (98年度) ベスト 99年度 (98年度)
1 夕 張 市 22.8 24.6 1 秩 父 別 町 1.4 3.1
2 三 笠 市 19.6 19.6 2 忠 類 村 2.4 5.1
3 岩 内 町 17.7 18.9 3 留 寿 都 村 2.6 1.8
4 新 篠 津 村 17.1 14.3 4 上 湧 別 町 2.8 4.7
5 利 尻 富 士 16.4 16.5 5 泊 村 3.2 2.3
6 鵡 川 町 15.6 14.3 6 鹿 追 町 3.6 5.1
7 礼 文 町 15.4 15.8 7 厚 沢 部 町 3.7 3.9
8 奥 尻 町 15.3 13.9 上 士 幌 町 3.7 3.8
9 瀬 棚 町 15.2 15.0 9 大 樹 町 3.9 4.6

10 江 差 町 15.1 14.2 10 猿 払 村 4.1 3.5
11 留 萌 市 15.0 14.1 新 得 町 4.1 4.2
生 田 原 町 15.0 14.9 12 天塩町 4.7 6.3

13 砂 川 市 14.9 14.8 置戸町 4.7 5.3
恵 庭 市 14.9 14.9 14 椴 法 華 村 4.8 6.3

15 網 走 市 14.8 14.6 15 沼 田 町 4.9 5.6
16 北 見 市 14.7 14.8 鷹 栖 町 4.9 5.9
滝 川 市 14.7 14.2 17 洞 爺 村 5.2 4.2
浦 河 町 14.7 13.5 士 幌 町 5.2 7.5

19 紋 別 市 14.6 14.3 19 八 雲 町 5.4 5.9
浜 中 町 14.6 14.8 津 別 町 5.4 5.5

ワースト 99年度 (98年度) ベスト 99年度 (98年度)
1 北 村 49.90 35.16 1 木 古 内 町 4.76 4.92
2 雨 竜 町 48.14 30.80 2 喜 茂 別 町 4.79 6.59
3 中 頓 別 町 27.81 22.68 3 北 竜 町 5.05 6.21
4 新 冠 町 27.56 23.38 4 占 冠 村 5.09 4.29
5 増 毛 町 27.18 22.26 5 上 磯 町 5.16 5.06
6 島 牧 村 26.55 23.39 6 名 寄 市 5.80 8.27
7 利 尻 富 士 26.43 21.34 7 標 津 町 5.97 6.29
8 上 ノ 国 町 25.56 19.08 8 鵡 川 町 6.17 5.93
9 南 幌 町 25.56 23.26 9 豊 浦 町 6.34 7.81

10 網 走 市 24.42 19.48 10 滝 川 市 6.36 11.51
11 雄 武 町 23.31 17.81 11 和 寒 町 6.37 7.10
12 岩 内 町 23.17 21.72 12 忠 類 村 6.37 6.51
13 剣 淵 町 22.75 17.98 13 中 標 津 町 6.56 6.73
14 浦 臼 町 22.13 20.07 14 更 別 村 6.62 7.67
15 大 樹 町 21.95 19.40 15 音 威 子 府 6.66 8.00
16 新 十 津 川 21.82 20.67 16 早 来 町 6.85 6.90
17 浦 河 町 21.71 18.91 17 歌 志 内 市 7.34 13.65
18 猿 払 村 21.05 21.17 18 岩 見 沢 市 7.35 12.08
19 赤 井 川 村 20.75 17.44 19 函 館 市 7.46 11.19
20 小 平 町 20.00 18.54 20 寿 都 町 7.50 7.39

地方債依存度ランキング（地方債 /歳入）

　「起債制限比率」

は、自治体の経常

的な歳入（基準財

政規模）の中から

借金（公債費）の元

利返済に充てる額

の割合を示しま

す。3年間の平均で

15％を超えると黄

信号、20％は危険

ラインとされま

す。道内は14～15

％の予備軍も含め

40市町村が「ゼブ

ラゾーン」にひし

めいています。

　「地方債依存度」

は、歳入全体のう

ちどの程度借金

（地方債）に頼って

いるかの目安とな

ります。90年代に

はさまざまな「ふ

るさとづくり事

業」が展開され、

「ハコ物」を中心と

した公共事業拡大

のために地方債が

大量発行されまし

た。

　バブル景気の後

退、国・地方の財政

逼迫を背景に、近年は地方債の発行量は縮小傾向にあります。高利率のバブル期に借りた地方債が、

据え置き期間を過ぎて償還期を迎え、低金利への借り換えでやり繰りしているケースも目に付きま
す。この先 10年ほど「借金のツケ」がボディーブローのように

効いてくることも予想されます。
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212ふるさと情報
拾い読み

ＨＰ

　（注：アクセスは http://com212.comからど

うぞ）

　　■6/8　倶知安町　自慢の名水を特集　「イ

ンターネット広報」6月号がアップされ、特集

「くっちゃん再発見」の第 2弾として、「羊蹄か

らの名水（おくりもの）」を掲載しています。お

いしい水として知られる同町の水について、水

道事業の歴史なども交えて詳しく紹介、町内の

小学生の水についての学習発表の様子なども織

り込みながら、読み応えのある企画に仕上げて

います。PDFファイル（4ページ、約1.7MB）で

す。

　■ 6 / 8　美唄市　宮島沼保全活用ワーク

ショップ　国の天然記念物「マガン」の国内最

大最北の寄留地である「宮島沼」を、環境を保

全しながら、観光・交流、環境学習資源として

活用していくための市民ワークショップ情報が

掲載されています。

　■6/8　喜茂別町　シリーズ「市町村合併」第

4弾　広報「きもべつ」6月号のダイジェスト版

がアップされています。4回目となるシリーズ

「市町村合併」では、市町村合併の効果と懸念さ

れる事項について解説、最近の合併動向や同町

の課題なども挙げています。

　■6/8　中川町　廃止となる駅の今　「街角ト

ピックス」に、30日で廃止となる JR宗谷本線

「下中川駅」の今の様子が掲載されています。待

合室には旅行者が置いた「下中川駅思い出ノー

ト」があり、その写真説明には「 ノートへの書

き込みも、もうすぐ終点です」とのコメントが

添えられています。

　■6/7　北海道　地方分権時代の道庁　知事、

幹部職員を対象とした「ガバナーズセミナー」で

の神原勝北大教授の講義録「地方分権時代の道

庁」が掲載されています。道内町村職員にとっ

ても、参考になる内容です。

　■6/7　陸別町　「ＳＬ銀河号」　最新情報に、

北海道唯一の第三セクター鉄道「ふるさと銀河

線」で今夏、運行する「ＳＬ銀河号」の情報が

アップされています。運営会社の詳しい情報

ページへのリンクもあります。

　■6/7　留萌市　行革の「これまで」「これか

ら」　「これまでの行政改革 これからの行政改革」

と題し、過去 5年間の行革の実施状況や、本年

度からの新行政改革大綱の方向などを説明する

ページがアップされています。過去の実施状況

では、実施できなかった 5項目について、その

理由なども掲載しています。

　■ 6/4　恵庭市　コミュニティ FMの可能性

　広報「えにわ」6月号（PDFファイル）がアッ

プされていますが、その中で、5月26日に市内

でデモンストレーション放送が行われたミニ

FMについて、詳しく紹介しています。「コミュ

ニティ FMの可能性」と題した 7ページにわた

る特集で、市内の有志が準備会を設立し、平成

14年中の開局を目指している「FMパンプキン」

の経緯や取り組み、今後の課題などをまとめて

います。
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NEWS 　

　●6/7　宝塚市（兵

庫県）　エコマネー

本格導入に向け実験

スタート

　宝塚市のＮＰＯセ

ンターを中心に市民

らでつくるエコマ

使って、分かりやすく構成している。

　●6/4　青森県　山から海へ、河川環境保全

条例制定へ

　青森県の木村守男知事は、県内全域を対象

とする「河川環境保全条例」を年内にも制定す

る考えを明らかにした。山林とともに川も大

切にすることで、海の環境や資源を守るのが

目的。電子メールやパブリックコメント制度

を活用して広く県民の声を反映させる考え。

長野県の「水環境保全条例」や高知県の「四万

十川の保全及び流域の振興に関する基本条例」

などの先行例があるが、県内の森林から海洋

に至る環境全体を包括的に対象とするのが特

徴。

　● 6/4　尾鷲市（三重県）　赤字続きで産業

振興協会を解散へ

　尾鷲市の伊藤允久市長は、85年に設立した

財団法人・尾鷲市産業振興協会を解散する方

向で最終検討に入っていることを明らかにし

た。尾鷲三田火力発電所の３号機増設に伴う

中部電力の地元協力金2億2千万円を基金とし

て産業振興に関わる調査研究を目指したが、

低金利の影響で事業補助額よりも利息収入が

少ない赤字運営が恒常化していた。

　● 6/4　熊本市　市町村合併でトップセミ

ナー

　熊本県内の市町村長や議員を対象にした

「市町村合併トップセミナー」が県主催で開か

れ、90年に 3市町合併で新市となった岩手県

北上市の高橋盛吉前市長らが講演した。高森

前市長は、企業誘致や人口増加により発展が

加速し、大規模プロジェクトに対応できる財

政規模を確保できたことなど、合併による効

果を強調した。

　（詳細情報は事務局にお問い合わせ下さい）

ネー運営委員会は、2000年 8月に続き 2回目

の実験導入を開始した。通貨単位は「ＺＵＫＡ

（ヅカ）」、30分のサービス提供を「千ヅカ」と

し、パソコン指導や高齢者の話し相手、育児支

援など幅広い活動を対象としている。

　● 6/7　有田市（和歌山県）　有田地方１市

５町で合併研究会設置

　有田市と近隣の湯浅、広川、金屋、清水町の

助役らを中心とした有田地方市町村合併研究

会が発足した。人口約8万9300人となる6市

町のほか、湯浅町と広川町の合併などいくつ

かのパターンが想定されているが、今後研究

会を核に合併の方向性などを探る。

　●6/6　羅臼町（北海道）　「海洋深層水」活

用で協議会設立

　海洋深層水の取水施設を持つ羅臼町はじめ

岩内、熊石、瀬棚の4町の呼びかけで、北海道

内の自治体が深層水を利用した商品開発を進

める連絡協議会を設立した。事業化する企業

誘致や販路の開拓などで情報交換しながら、

競合を避けつつ商品性の高い北海道ブランド

の特産品づくりを目指す。

　● 6/5　滝沢村（岩手県）　圏域10市町村の

財政指標などグラフで対比

　滝沢村は、「広報たきざわ」６月５日号で、

「これからの滝沢村を考える」との特集を組み、

盛岡広域圏10市町村の財政指標などを比較し

た「行政サービス判断資料」を掲載した。年齢

別構成人口、純生産額、住民所得、工業出荷額

や、地方債残高、経常収支比率などをグラフを

●●

●

●

●

●
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　札幌市ＨＰ・市民が求める情報

　札幌市役所ホームページが、大幅にリニュー

アルしています。「リニューアルについて」でコ

ンセプトを説明しており、これまでの組織別か

ら、生活にあわせた分類「くらしインデックス」

を新たに導入、「市民が求める情報」を見つけや

すくすることを前面に打ち出した構成になって

います。

　自治体ホームページの多くは、部署、組織別

の情報構成となっていますが、これは「縦割り」

の行政機構の情報を扱う上で、作業のやりやす

さがあったことは否定できないでしょう。

　ただ、情報を探す側にしてみれば、役所の機

構を理解していないと、なかなか求める情報に

たどり着けなかったのも事実で、こうした問題

に対処するため、「生活便利帳」などのネーミン

グで、情報を再整理して提供する自治体ページ

も目につくようになってきています。

　情報の提供分類の再構築は、情報の収集、再

分類・整理、編集といった新たな作業を必要と

し、サイト構築、管理上の負担も増大すると思

われます。札幌のような大都市の場合、行政情

報も膨大なだけに、この作業は相当な労力が必

要でしょうが、住民が「知りたい情報」をいか

に体系化し、的確に提供していくかを考える上

で、注目すべき試みといえそうです。

　一方、住民と向き合った情報提供で、もうひ

とつ忘れてならないのが、行政の側が「知らせ

たい」あるいは「知らせねばならない」情報で

す。最近は町村ホームページでも、政策、施策

等の「説明情報」などが増えてきていますが、一

部に、一般住民にはなかなか理解できない「役

所言葉」ばかりの「役所文書」をそのまま掲載、

積極的な情報公開というよりは、「公開した」と

いう免罪符的な情報掲載をしているサイトに出

会うことが少なくありません。また、せっかく

新しい情報を提供しているのに、その情報が

アップされたことがトップページ等で分からず、

結局はあまり住民の目に触れていない、という

ケースもあります。

　つきつめていくと、自治体ホームページの評

「知りたい」「知らせたい」的確に

最前線リポート　

価は、その自治体が、自分たち

が持つ情報を住民に最大限提

供し、それを真に理解しても

らおうと、本気で考えている

かどうか、その1点で決まるよ

うな気がします。

（2001/05/28　寛）

NEXT212NEXT212☆☆  INFORMATION INFORMATION

　地域メディア研究所は、本誌
連載の「行政評価」シリーズの
総集編『町長のための行政評価

入門講座』（Ａ4判60
ページ・定価600円）
を刊行しました。

☎ 011-761-6039
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　★ばんざい！ぼくらの村の風力発電～大分

県前津江村の風おこし・村おこし　笠原秀作・

木暮健二郎絵、ＰＨＰ研究所刊。1250円、2001

年 3月発行。

　●新エネルギー革命～実用化直前のクリー

ンエネルギー群　高効率集光レンズ、常温超

伝導、マイクロ波プラズマなど最先端技術を

駆使し、地球温暖化や大気汚染、酸性雨などの

問題を一挙に解決する。日本発のクリーンエ

ネルギー群の全容を描く。　河千田健郎著、雲

母書房刊。1800円、2000年 4月発行。

　●グリーン電力～市民発の自然エネルギー

政策　北海道グリーンファンド監修、コモン

ズ刊。1800円、99年 12月発行。

　●だれでもできるベランダ太陽光発電～身

近な自然エネルギー入門　１枚の太陽光パネ

ルから電気を作り出す楽しみを通じて、エネ

ルギーの将来や地域環境について考える。自

然エネルギー推進市民フォーラム編、合同出

版刊。1300円、99年 10月発行。

　●風力発電ビジネス最前線～クリーンエネ

ルギーの最有望株　山形県立川町の約20年間

BOOKBOOKBOOKBOOKBOOK
【クリーンエネルギー関連図書】

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

にわたる風力発電の取り組みを通して、風力

エネルギー開発の現状と課題を探る。前田以

誠著、双葉社刊。1500円、99年 6月発行。

　●環境・エコニュービジネス２００選　公

害防止技術、リサイクル、省エネ、クリーンエ

ネルギー、新素材の開発から、環境コンサル

ティング、環境教育まで次々と誕生する環境

ビジネスのアイデアを紹介。志築学編著、日本

実業出版社刊。1500円、99年 6月発行。

　●ここまできた風力発電～風のエネルギー

を有効利用　工業調査会刊。2160円、98年10

月発行。

　●手軽にできるミニ太陽光発電　千葉三樹

男編著、家の光協会刊。1700円、98年8月発

行。

DATADATADATADATADATA 不動産関連三セク半数が経営不振

★おすすめ　◎入門向け

商　号 所在地 借入金
1 　東京都臨海副都心建設 東京都 505,517
2 　アジア太平洋トレードセンター 大阪府 125,843
3 　東京テレポートセンター 東京都 119,485
4 　大阪ワールドトレードセンタービルディング 大阪府 90,000
5 　東京ファッションタウン 東京都 87,693
6 　石狩開発 北海道 62,815
7 　湊町開発センター 大阪府 57,200
8 　横浜国際平和会議場 神奈川県 37,802
9 　りんくうゲートタワービル 大阪府 34,737
10 　クリスタ長堀 大阪府 31,620

　地域開発や賃貸・管理

など不動産関連の事業を

行う全国の第三セクター

83社のうち、「安定経営」

は 38社（45.8％）に過ぎ

ず、「債務超過懸念」（27

社・32.5％）と「債務超過」

（18社・21.7％）を合わせ

た経営不振三セクは半数
を超えた。借入金額の判明している 71社のうち借入金が年商の 10倍を超えている企業は 16社

（22.5％）を占め、その中の15社が「債務超過懸念」または「債務超過」で、多額の借入金が経営

を圧迫している実態をうかがわせた。（帝国データバンク調べ）

（2000年 3月決算・単位＝百万円）

INFORMATION
　本紙の継続配信とバックナンバーをご

希望の場合は、下記にお問い合わせ下さ

い。（配信は無料です）

　事務局：電話 011（761）6039

　E-mail：webmaster@com212.com


